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国立大学法人小樽商科大学の平成21年度に係る業務の実績に関する評価結果

１ 全体評価

小樽商科大学は、実学重視の伝統と商科系単科大学としての特徴に基づいて、経済社

会の発展と地域社会の活性化に貢献し、文化・人類の発展に寄与し得る研究の実施及び

人材の育成を進めている。

業務運営については、経営協議会の審議状況、学外委員からの意見と大学運営への活

用状況を分かりやすく学外に発信するため、経営協議会の議事要旨に加え、過去３年間

における経営協議会の学外委員からの意見を、提言、質問ごとに整理し、大学の対応、

回答を集約してウェブサイトに掲載している。

財務内容については、四半期ごとの予算執行状況調査の検証等に加え、事業進捗・予

算執行状況に応じて「予算の吸い上げ・再配分」を適宜行い、大学全体の視点で効果的

な予算執行を行っている。

自己点検・評価及び情報提供については、より地域に密着した広報を展開するため、

広報に特化した市民モニター制度を導入するとともに、公募に当たって応募者から収集

した意見を、今後の広報活動の参考としている。

その他業務運営については、環境と調和及び環境負荷の低減についての全学的な取組

として、「環境マネジメントマニュアル」を作成し、ウェブサイトに掲載している。

教育研究等の質の向上については、大学が掲げる「実学の精神」に基づき、地域と密

着してキャリア教育を行う「地域連携キャリア開発」等の実践型講義の新規開講、学生

による課外活動成果の自治体・企業への提案等、正課及び課外活動の展開と成果の還元

を通じて、地域連携・貢献に取り組んでいる。

２ 項目別評価

Ⅰ．業務運営・財務内容等の状況

（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標

①運営体制の改善、②教育研究組織の見直し、③人事の適正化、

④事務等の効率化・合理化

平成 21 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 経営協議会の審議状況、学外委員からの意見と大学運営への活用状況を分かりやす

く学外に発信するため、経営協議会の議事要旨に加え、過去３年間における経営協議

会の学外委員からの意見を、提言、質問ごとに整理し、大学の対応、回答を集約して

ウェブサイトに掲載している。

○ 「学長補佐」の任命対象を事務職員まで広げ、特定の渉外業務を担当する「学長特

任補佐」制度を整備し、創立百周年記念事業推進室に学長特任補佐として事務職員を

配置するなど、学長補佐体制の充実を図っている。



- 2 -

○ 道内国立大学の共同事務処理の一環として平成 20 年度に締結した「北海道地区国立

大学法人資金共同運用（J ファンド）」により、資金の効率的な運用を図るとともに、

物品等の共同調達に関する協定書を取り交わし、今後の物品・サービス等の一括調達

において、大学間連携を推進することとしている。

○ 研究環境の整備や意識改革等を進め、女性教員が研究と出産・育児等を両立し、そ

の能力を十分に発揮しつつ研究活動を行える仕組みの導入を進めている。

【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載 17 事項すべてが「年度計画を上回って実施している」又は

「年度計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。

（２）財務内容の改善に関する目標

①外部研究資金その他の自己収入の増加、②経費の抑制、

③資産の運用管理の改善

平成 21 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 四半期ごとの予算執行状況調査を実施し、結果の分析と検証により、必要に応じて

ヒアリングや是正勧告等を行い、適正な予算執行に努めるとともに、事業進捗・予算

執行状況に応じて「予算の吸い上げ・再配分」を適宜行い、大学全体の視点で効果的

な予算執行を行っている。

○ 入試のデータ入力業務に係る仕様書を一新し、これまで職員が担当していた入試願

書受付業務と合わせてアウトソーシングした結果、職員の負担が大幅に軽減されたの

みならず、全体の費用も従来以下の金額となり、業務の効率化と費用の削減を実現し

ている。

○ 一般管理費比率が 6.8%（対前年度比 1.6%増）となっていることから、削減に向け

さらなる取組が期待される。

○ 中期計画における総人件費改革を踏まえた人件費削減目標の達成に向けて、着実に

人件費削減が行われている。今後とも、中期目標・中期計画の達成に向け、教育研究

の質の確保に配慮しつつ、人件費削減の取組を行うことが期待される。

【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載 21 事項すべてが「年度計画を上回って実施している」又は

「年度計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。
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（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

①評価の充実、②情報公開等の推進

平成 21 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 大学の公式ブログ「商大くんがいく！」の運営チーム及び大学広報誌の編集委員に

学生を加え、情報のさらなる充実を図るとともに、学生による創立百周年記念小冊子

の編集・発行等、学生目線による情報発信を推進している。

○ 大学情報をわかりやすく積極的に公開・提供するため、学内広報誌の作成・編集作

業に学生を参加させたり、学生・教職員共同チームでブログを運営したりするなど、

大学運営において積極的に学生を活用している。

○ より地域に密着した広報を展開するため、広報に特化した市民モニター制度を導入

し、公募の結果 10 名の市民モニターを選定するとともに、公募に当たって応募者から

収集した意見を、今後の広報活動の参考としている。

【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載４事項すべてが「年度計画を上回って実施している」又は

「年度計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。

（４）その他業務運営に関する重要目標

①施設設備の整備・活用、②安全管理

平成 21 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 環境と調和及び環境負荷の低減についての全学的な取組として、「環境マネジメント

マニュアル」を作成し、ウェブサイトに掲載している。

○ 大学院自習室を一般開放できる史料展示室とし、教員談話室を地域研究会の共同研

究スペースとするなど、施設の効率的な活用を図っている。

○ 施設設備管理システム及び機関設備更新計画に基づき、暖房設備、機関給水設備、

中央監視設備、電話交換機及び変圧器の更新を行っている。

【評定】 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる

（理由） 年度計画の記載 11 事項すべてが「年度計画を十分に実施している」と認め

られ、上記の状況等を総合的に勘案したことによる。

Ⅱ．教育研究等の質の向上の状況
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評価委員会が平成 21 年度の外形的進捗状況について確認した結果、下記の事項が注目

される。

○ 大学が掲げる「実学の精神」に基づき、地域と密着してキャリア教育を行う「地域

連携キャリア開発」等の実践型講義の新規開講、学生による課外活動成果の自治体・

企業への提案等、正課及び課外活動の展開と成果の還元を通じて、地域連携・貢献に

取り組んでいる。

○ 「社会人基礎力育成・評価システム構築事業」の成果として、「地域連携キャリア開

発」を正式科目として開講し、「小樽の観光について商大生が本気で考えるプロジェク

ト」をテーマに、課題探求型の実践的なキャリア教育を展開している。

○ 教職員による新入生オリエンテーションの他、学生団体が主体となって「行列ので

きる商大説明所」、「よろず家（新入生歓迎会）」を開催し、学生生活の説明や履修相

談を行うなど、教職員と学生の連携の基に、新入生の学生生活スタートアップ支援を

多角的に実施している。

○ 履修登録、定期試験、学科所属等の年間スケジュール及び大学生活に係る情報を盛

り込んだ「スケジュール帳」や、教職員及び学生から寄せられた推薦図書を掲載した

「図書館を 10 倍楽しく利用できる本」等の大学オリジナル冊子を事務職員及び学生有

志により編集・作成し、新入生全員及び在学生に配布するなど、教職員と学生の連携

による大学生活支援のための取組を展開している。

○ 「学生と教職員の交流会」を開催し、各団体の活動内容の発表・報告を通じて、学

生同士のネットワーク作り、学生・教職員間の連携強化を図っている。

○ 「グローバリズムと地域経済－北海道再生のための提言－」というテーマの下に、

小樽商科大学地域研究会（教員 34 名参加）を設置し、学術研究員３名を新たに採用す

るとともに、地域研究部門、グローバル経済部門の２部門を設け、これをさらに９つ

の研究分野に分けて教員を配置し、組織的な研究を推進するための学内体制を整備す

るとともに、共同研究スペースを確保している。

○ 地域活性化を担う人材として、連携協定先の小樽市から職員を「地域連携推進コー

ディネーター」として受け入れ、学生の社会人基礎力向上を目指したプロジェクトを

軌道に乗せ、産学官における人的ネットワーク形成に貢献している。

○ 大学の同窓会である社団法人「緑丘会」及び学生の就職支援団体「キャリア・デザ

イン・プロジェクト」と連携して、就職相談、就職支援融資、各種資格講座の開講等

の就職支援事業を行っており、特に「緑丘東京企業等セミナー」は、大学の強固な同

窓会ネットワークを活かした独自の就職支援セミナーとして、学生の就職支援に貢献

している。

○ 社団法人緑丘会と提携して、地域における学生の活動を支援する公募型の財政支援

制度「グリーンヒル・プロジェクト」を運用するとともに、学生の留学支援のための

財政的支援を受けている。

○ 大学が所有する貴重図書を広く一般市民に公開する「貴重図書展示会」を開催して

いる。


